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１． 研究目的 

石川県穴水町は，江戸時代北前船の寄港地であ

り，産出される鉄鉱石を使って塩釜をつくる鋳物

つくりなどで栄えた町であった．現在は，鋳造は

行われておらず静かな漁港があるのみの町になっ

ている．江戸時代から伝わる伝統的な漁法として

ボラ待ち櫓漁があるが，それも観光用に設置され

た櫓が残されているのみである．多くの伝統文化

がありながら町の人口は減少を続けており，小学

校もわずか 2 校となり，さらに町の立地適正化計

画に基づき 1 校に統廃合する計画があがっている． 

北海道美瑛町は，十勝岳の火山噴火がつくりだ

した丘を人々がうまく利用した畑作が展開されて

いる．この丘が，栽培作物により季節によって異

なった景観をつくり出している．「色彩の魔術師」

と呼ばれた写真家の前田真三氏の功績によりこれ

らの景観が広く知らしめられた．また，火山泥流

から町を守るための防災事業によりたまたまでき

た青い池の写真が公開されるや多くの観光客が訪

れる町となった．観光客はたくさん訪れる町とな

ったものの，かつてあった 11 校の小学校も 8 校，

さらに現在は 5 校にまで減少している． 

2つの町に共通していることは，我が国の基盤と

なっていた第 1 次産業を維持してきた町と言える．

ただし，いずれも我が国がもつ大きな課題でもあ

る消滅都市となる可能性を持つ要素があることで

ある．このことは，小学校数の減少が物語ってお

り，人口もいずれの町も一万人を割る数（穴水町

7,507 人，美瑛町 9,551 人）となっている． 

こうした似たような課題をもった町が，課題を

共有して取り組むことの価値は，自治体の取り組

みとしては意義がある．小泉（2020）が論じるよう

に，1990 年までの我が国の地域振興は，国が主体

となって行う底上げ型地域振興であった．ところ

がその後の地域振興は個性発揮型地域振興に移行

したと論じ，この個性発揮型地域振興は，地域振

興のキーパーソンの存在が大きいことも小泉

（2020）は論じている． 

これまであげてきた穴水町も美瑛町も本学と連

携協定を結んだ地域であり，すでに穴水町は共同

研究者の細谷が，美瑛町は石井がそれぞれ関係を

つなげてきている．このような中で，小泉が言う

ところの地域振興のキーパーソン的な存在として，

一人の人物でなく都市部にある総合大学がなり得

る可能性がある． 

これまでも地域振興においては観光を中心にし

て，地方の公立大学を中心に成果をあげた事例が

報告されている．このことを機関誌「観光文化」が

2021 年に「観光振興に貢献する地方公立大学」と

いった特集を組んで紹介をしている．ここにあが
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るものは，その地域振興を考えている地域あるい

は同一県内にある大学が取り組んだものである． 

ところが，遠く離れた都市部に存在する総合大

学が，離れた地域の振興を考えた事例はきわめて

少ない．論文としての報告は管見の限り見出すこ

とができなかった．ただし，たくさんの事例とと

もに，大正大学がホームページ上で以下のことを

掲載している．「地域に根ざし，地域課題を解決 本

学では，2015年に『地域構想研究所』，2016年に『地

域創生学部』を設置し，東京において地域課題を解

決するための教育研究活動を開始しました．さら

に，2020 年 4 月には『社会共生学部』を開設．名

実ともに『地域』を志向し，『地域人材』を養成す

る特色ある大学として社会的にも評価を確立して

います．」また，「『連携地域自治体 200 自治体へ！』

を旗印に大正大学は，地方自治体と連携協定を結

び，情報交換・交流や，様々な事業で連携を行って

います．」とも論じている．こうした先行事例から

も，都市部に存在する大学が積極的に地域振興に

関与することの意味があることの証とも言える． 

本学は，文部科学省「令和 4･5 年度私立大学等

改革総合支援事業」（タイプ 3）に選定された．文

部科学省は「本事業は，同省が『Society5.0』の実

現に向けた特色ある教育研究の推進や高度研究を

実現する体制・環境の構築，地域社会への貢献，社

会的課題を解決する研究開発・社会実装の推進な

ど，特色・強みや役割の明確化・伸長に向けた改革

に全学的・組織的に取り組む大学等を重点的に支

援するものです．」と論じており，まさに，地域社

会に積極的に貢献する事業・研究を検討する意味

をもっている．さらに，本学は，学び働き続ける自

立自在した女性を考える教育に向かっており，こ

れからを生きる女性が学び働き続ける一つの形を

模索することが求められている．その意味からも，

本学が包括連携を結ぶ自治体をきっかけに本学が

何をどこまで地域にできるのか，そのことが本学

の学生にとってどのような価値があるのかを検討

する必要がある． 

本学の包括連携協定している 2 地域に加えて，

本学の学祖である大妻コタカの生誕地である広島

県世羅町も加えた 3 つの地域との連携した取り組

みの可能性の模索を行いたいと考えている．すで

に世羅町に関しては，共同研究者の堀口が食材を

通した食育の取り組み等を行っている． 

そこで，本研究では以下の点を目的に研究を進

めていく． 

〇研究の目的 

石川県穴水町，北海道美瑛町並びに広島県世羅

町の 3 つの地域の地域振興を考えていくキーパー

ソン的な役割，さらに各地域をつなぐハブとして

の役割を都市部にある女子大学が担う可能性を探

る．また，こうした役割をもつことが地域にとっ

てどのような価値を生み出すかを探るとともに，

本学学生や本学の研究活動の発展の可能性を検討

する探索的な研究を行うことになる． 

 

２． 研究実施内容 

3 地域，本学学生，本学の研究活動にいかに貢献

できるのかの検討することからはじめた． 

石井は美瑛町役場内の町づくり推進課と連携し

た取り組みをきっかけにして，美瑛町教育委員会

と連携した取り組みを始めている．穴水町に関し

ては，細谷が専門の海洋生物学の研究に立脚した

海育の取り組みを町と連携して展開している．堀

口は世羅町内の複数の関係機関と連携して食材を

中心とした食育の取り組みを行ってきている．こ

れら 3 者の取り組みが学部を超えて何がどこまで

できるのかを模索する．また，そのことを行うこ

とが 3 地域，本学学生，本学の研究活動にいかに

貢献できるのかを検討していく． 

その後は，具体的に検討や現地との打合せ，現

地に赴いての視察を行っていった． 

穴水町，美瑛町，世羅町での 3 研究者のこれま

での取り組みの情報交換と本学が学部を超えてで

きる可能性を検討した． 

3 研究者が 3 地域それぞれを訪問し，3 地域の特

徴や地域振興上の課題を捉え，その足掛かりの方

向性を探った．また個々に，これまでの 3 研究者

が取り組んできたことを継続的に行うとともに，

その交流の場を設定した．また，10 月に開催され

た学園祭を活用して，3 地域の関係者，関係機関と

の交流場を設けた．その中で，今後の活動の方向

性を交流した． 

個々の取り組みを基に再度 3 研究者が 3 つの地

域を訪問しこれまでの検討の成果を交流しながら

現地の受け入れ程度を現地関係者と打ち合わせを

行った．ところが，令和 6 年 1 月 1 日に能登地震

が発生し，2 月に予定していた穴水に行っての調

査を中止することを決定する．穴水の復興支援の

方向性を模索し始めた．その中で，実施できるこ

とから順次復興支援活動を開始している．具体的

には以下のとおりである． 
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2 月に穴水町への復興支援のための基金集めと

復興支援策の計画を進めた． 

また，石井が 2 月中旬に美瑛町に赴き，次年度

の取り組みの内容と日程を決定した．具体的には，

以下のことを実施する予定である． 

①美瑛町と東京の子どもの交流事業（12 月美瑛

町にて実施．また，それに伴う下見を 8 月に

実施する） 

②児童教育専攻の学生が 9月と 2月に訪問して，

町内の公立学校の支援を実施する． 

③海のない美瑛町での海育の実施方向を模索す

る． 

④美瑛町の農業産物を食材にした取り組みの可

能性を検討する． 

 

2月に世羅町調査を実施し，以下のような成果を

得られた． 

①世羅町も美瑛町同様に農業を主産業とする町

である．また，そのいくつかは新たな産業として

開発したものや過去において盛んにおこなわれた

ものを復活させたりしていることがわかった．そ

の点では，美瑛町と同様に様々な取り組みを意欲

的に行っているともとらえられた． 

②本学の学祖である大妻コタカ氏は，名誉町民

となっており，大切にされている．一方では，時間

とともに多くの町民がその存在がわからなくなっ

ても来ている．こうした中で，町長は，行政的には

町の節目にあたる令和 6 年度に本学と連携協定を

締結する方向で前向きに検討したいとの発言をし

た．そこで，学長，事務局長，本学の同窓会である

コタカ記念会長に話をした．これらを踏まえた取

り組みを地域連携センターとも相談しながら，協

定をすべる方向を模索している． 

 

３． まとめと今後の課題 

共通の課題がある本学とつながりがある穴水町，

美瑛町，世羅町の地域の地域振興を考えていくキ

ーパーソン的な役割，さらに各地域をつなぐハブ

としての役割を都市部にある女子大学が担う可能

性を探ってきた．こうした役割をもつことが地域

にとってどのような価値を生み出すかを探るとと

もに，本学学生が地域振興に意識をもって学びを

進める可能性と本学の研究活動の発展の可能性を

検討する探索的な研究を行うことを目的として研

究を進めてきた．まずは，地域ごとに目的に迫る

成果を論じて，全体の結論を導き出す． 

穴水町：能登地震の影響で共同研究者による訪問

調査が実施できなかった．復興支援は，美瑛町も

取り組みを行うなどの本学が中核となる地域間の

つながりを生み出すきっかけをつくることができ

た．また，昨年の秋までの段階では，いくつかの発

展的な取り組みの可能性が見えていた． 

美瑛町：東京と美瑛の子供の交流事業，美瑛町の

小中学校への支援事業，CDP 授業科目への町の協

力参加，学園祭・さくらまつりへの美瑛町の参加

等を定例的に実施できる形ができてきた． 

世羅町：町も大学も包括連携協定を締結すること

を望んでいるとともに，そのことが次に何を生み

出すのかの方向性が見え始めている． 

全体的な結論：本学が 3 地域との連携した取り組

みの方向性が見いだせたとともに，今後これらの

取り組みを行う中で地域振興を将来のキャリアの

一つに考える基盤を学生たちが持てる教育的な施

策を模索して行く可能性も見え始めている． 

目的として以下の 3 つを考えていた．その 3 つ

に基づく評価を行う． 

① 本学が 3 地域の地域振興を考えていくキー

パーソン的な役割と各地域をつなぐハブ的

な役割を担える可能性の模索 

② ①の役割を本学がもつことが 3 つの地域に

とっていかなる意味を持つのかの模索 

③本学学生が地域振興に意識をもって学びを進

める可能性と本学の研究活動の発展の可能

性の模索 

上記の成果から，①から③の目的を概括的には

とらえることができた．ところが，本研究の一つ

の特徴として，探索的，エスノグラフィー的に 3 名

の共同研究者が現地を訪問し，3 者がもつそれぞ

れの専門性を背景とした経験からそれぞれの地域

振興に係るリサーチクエスチョンを見いだすこと

があげられる．ところが，能登地震の影響で穴水

町での調査が実施できなかった．このことによっ

て，3 者が 3 地域の共通性を踏まえた検討，考察が

できなかった．そのために上記 3 つの目的を十分

に達成できていない．また，共同研究者 3 名の日

程調整がなかなかできず，2 地域の訪問調査の計

画が 2 月になってしまった．このあたりは，研究

代表者の計画の甘さがあったと考えられる．その

結果として論文執筆にまでには至らなかったのが

大きな課題である． 
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４． この助成による発表論文等 

現段階において，①雑誌論文，②学会発表，③図

書の出版等には至ることができなかった． 

 

 

 

付記 

本研究は大妻女子大学人間生活文化研究所の研

究助成（K2305）「包括連携に係わる可能性の検討

―地域振興についての都市女子大学取り組みの可

能性－」を受けたものです． 

 

 


